様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　1月13日
　
　　経済産業大臣　殿

                              　株式会社テクノスジャパン
（よしおか たかし）
                                               吉岡 隆  　         印
住所　〒163-1414
東京都新宿区西新宿３丁目２０番２号
法人番号2011101054972
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「2019年３月期　決算説明資料」


	公表日
	2019年5月22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tecnos.co.jp/IR/library/

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04421/2e78c062/4b99/483a/86bc/33f26744501f/20190522114256022s.pdf
p.13-15

	記載内容抜粋
	ミッション：企業・人・データをつなぎ社会の発展に貢献する
ビジョン：LEAD THE CONNECTED SOCIETY TO THE FUTURE
～つながる社会の未来をリードする企業へ～

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た記載内容




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「2019年３月期　決算説明資料」


	公表日
	2019年5月22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tecnos.co.jp/IR/library/

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04421/2e78c062/4b99/483a/86bc/33f26744501f/20190522114256022s.pdf
p.18-19

	記載内容抜粋
	テクノスの考えるデジタルトランスフォーメーション（DX）
協創とデータ活用による価値連鎖のネットワーク提供を目指す独自プラットフォーム「CBP」の構築
プラットフォーム上で「BtoB注文決済サービス」を提供

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た記載内容




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年３月期第２四半期決算説明会資料
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04421/1615674e/d799/4ab2/a721/cd4e5e265699/140120201120426893.pdf
p.25

	記載内容抜粋
	次世代DX事業の実現に向けた三つの成長エンジン



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年３月期第２四半期決算説明会資料
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04421/1615674e/d799/4ab2/a721/cd4e5e265699/140120201120426893.pdf
p.24

	記載内容抜粋
	お客様に提供するDXモデルをテクノスグループ内でも実践
◼デジタルコアとしてのERPをベースに、CRM・CBPを組み合わせたDXモデルを国内外テクノスグループへ展開
◼グループシステム環境をお客様のDX実現のひな型としてご提供／グループ導入知財は、顧客サービスへ還元



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	新サービス「CBP 注文決済サービス（SaaS）」の提供開始に関するお知らせ

	公表日
	2021年5月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	プレスリリース、東証への開示資料
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04421/09aac11f/85e3/43d1/9c29/79de068c5061/140120210519422929.pdf

	記載内容抜粋
	CBP 注文決済サービスは顧客へのサービス提供を推進し、2023 年度までに累積取引数にして 100 万件の利用を目指しております。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2019年12月12日


	発信方法
	Webメディアによる当社社長インタビュー
https://www.j-cast.com/kaisha/2019/12/12374878.html

	発信内容
	<もう一つの「2025年問題」に業務システムのイノベーションで挑む！>
DXによるBtoB業務プロセスの標準化、効率化こそが日本の産業がグローバルで戦っていく上で不可欠であり、当社は今後さまざまな企業と協創しながら、より良いサービスを構築し、日本の産業の発展に貢献していきたい。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年11月頃　～2020年12月頃


	実施内容
	取締役によるDX推進指標自己診断の実施




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年9月頃　～2020年10月頃

	実施内容
	当社はISO27001の認証を取得しており、それに基づいた内部監査を実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

